別記第3号様式（第11条関係）

第　　　　　号
年　　月　　日
公益財団法人わかやま産業振興財団
　　　理事長　　　　　　　　 　 　様

企業等住所
企業等名称
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　


　　年度未来企業育成事業共同研究実施計画書

　　年度未来企業育成事業について、未来企業育成事業実施要領第11条の規定により、
下記のとおり関係書類を添えて提出します。

	
共同研究
テーマ名
	


	
中核企業
（統　括　者）


	
住　　　所

名　　　称

役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	
	連絡先
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
中核企業
（連絡担当者）
	氏　名
	

	
	所属名
	
	役職名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	

	
関係書類
	１　実施計画書（様式２－１）

２　連携体構成企業・機関概要（様式２－２）


[bookmark: _GoBack]
（様式２－１）
実施計画書

（事業の評価を行う上で非常に重要ですので、詳細に記入してください）
	共同研究
テーマ名
	

	技術分類
	
① ロボット等加工・組立技術分野
② 化学分野
③ 医療･福祉分野
④ バイオ･食品分野
⑤ エネルギー・環境分野
⑥ ＩＴ・ソフトウェア・通信技術分野
⑦ 農業・林業・水産業分野
⑧ 航空・宇宙分野
⑨ その他（　　　　　　　　　　）
 

	
１．共同研究の目的（できる限り具体的に）


	【目的】本事業で実現したいこと


【背景】研究に至った背景








	
２．共同研究の概要


	（１）共同研究の期
　　　間
	
契約締結日　　～　　　　年　　月　　日

	（２）
共同研究の課題と解決方法（実施機関）
	【課題】本事業の目的を実現する上での課題


【解決方法】解決方法とその実施機関（役割）




	
（３）共同研究のスケジュール


	
　年　月
　～ 　　　年　月


	


	
（４）基礎となるこれまでの研究成果（特許、論文等）


	






	
３．研究内容の新規性・優位性


	（１）基盤となる大学、研究機関等における研究成果の信頼性（特許、論文等）

	

	（２）本事業の研究内容の新規性・独創性

	【新規性】


【独創性】

	（３）既存研究と共同する場合の、本事業の研究内容の先導性・優位性

	






	４．事業化の可能性

	（１）事業化の予定時期
	　　年　　月頃

	（２）事業化計画（研究終了後における事業化の予定（見込み）、販路等を記入すること。）

	





	（３）市場性と売上等の予測

	市場性
	
	根拠
	

	市場規模
	


千円／年
	根拠
	

	市場の成長率
	


　　　　％／年
	根拠
	

	連携体構成企業の売上予測と予定販路（図示可）






	５．県産業の活性化及び地域発展への寄与等

	




	６．共同研究の実施体制

	
	氏　名
	所属名・役職名
（現在の専門）
	連絡先
（ＴＥＬ等）
	役割分担
	研究実施場所

	中核企業
	
	
	
	
	

	企業又は個人
	

	
	
	
	

	大学等
	
	
	
	
	

	公的研究機関
	
	
	
	
	

	その他（大企業等）
	
	
	
	
	

	７．知的所有権の持ち分

	



	８．過去及び現在進行中の共同研究又は公的補助金の実績（申請中、予定のものも含む）

	共同研究テーマ名
	実施期間（時期）
	受託機関名
	支援機関名
	補助金額・委託費
（千円）

	
	
	
	
	






	９．共同研究対象経費

	（１）連携体対象経費（総額：単位千円）

	対象経費
	中核企業
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	県公設試

	(1) 賃金
	
	
	
	
	

	(2) 謝金
	
	
	
	
	

	(3) 旅費
	
	
	
	
	

	(4) 消耗品費
	
	
	
	
	

	(5) 印刷製本費
	
	
	
	
	

	(6) 飼料費
	
	
	
	
	

	(7) 通信運搬費
	
	
	
	
	

	(8) 手数料
	
	
	
	
	

	(9) 使用料及び賃借料
	
	
	
	
	

	(10) 原材料費
	
	
	
	
	

	(11) 備品費
	
	
	
	
	

	(12) 委託料
	
	
	
	
	

	(13) 間接経費
	
	
	
	
	

	小計
	①

	イ
	ロ
	ハ
	

	
	
	（14）連携体内経費　②＝イ+ロ+ハ

	合計（①+②）
	



※　記入にあたっての留意事項
・必要な項目について記入し、必要に応じて行・列を増減してください。
・金額については、消費税及び地方消費税を含んだ金額を記入してください。

	（２）企業・機関別対象経費（企業・機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	対象経費
	金額（千円）
	積算内訳（品目・単価・数量・消費税等）

	(1) 賃金
	
	

	(2) 謝金
	
	

	(3) 旅費
	
	

	(4) 消耗品費
	
	

	(5) 印刷製本費
	
	

	(6) 飼料費
	
	

	(7) 通信運搬費
	
	

	(8) 手数料
	
	

	(9) 使用料及び賃借料
	
	

	(10) 原材料費
	
	

	(11) 備品費
	
	

	(12) 委託料
	
	

	(13) 間接経費
	
	

	(14) 連携体内経費
	
	

	計
	
	



※　記入にあたっての留意事項
・連携体構成企業・機関ごとに作成してください。
・必要な項目について記入し、必要に応じて行・列を増減してください。






（様式２－２）
連携体構成企業・機関概要

	企業・機関名
	
	代表者氏名
	

	所在地
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	担当者
（研究員等）
	所属名･役職名
	
	氏　名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　円
	設立年月日
	　　　　　年　　月　　日

	従業員数
	　　　　名（うち、研究開発担当　　　　名）

	事業内容
	業　　　　　種
	

	
	主　な　株　主
	

	
	主な取引先
	

	
	過去２年間の業績
	　　　　年　　月期
	　　　　年　　月期

	
	売　上　高　　
	　　　　　　　　　　千円　　
	　　　　　　　　　　 千円

	
	営　業　利　益
	　　　　　　　　　　千円
	                     千円

	主要製品
	

	開発実績
	

	主な保有研究
施設・機器
	


※連携体構成企業・機関ごとに作成してください。
